
令和６年12月

広島県総務局ＤＸ推進チーム

令和６年度ＤＸに関する実態調査の結果について

別紙
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調査概要

◼ 目的
広島県内の企業・団体におけるＤＸの取組状況や課題を把握する。

◼ 調査対象
広島県内の企業・団体を対象に、無作為に抽出した5,000者

◼ 調査方法
郵送、インターネット調査

◼ 調査期間
令和６年９月２日～９月27日

■ 回答者数
1,720者（回答率34.4％）

■ その他
各グラフの数値については、それぞれ端数を四捨五入しているため、合計が一致
しない場合がある。



１ 調査結果
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回答者属性

従業員規模

N＝1,720
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＜内訳詳細＞

回答者属性

業種

N＝1,720

業種 回答者数 割合

卸売業、小売業 379 22.0%

医療、福祉 178 10.3%

不動産業、物品賃貸業 174 10.1%

建設業 171 9.9%

宿泊業、飲食サービス業 153 8.9%

製造業 145 8.4%

生活関連サービス業、娯楽業 133 7.7%

サービス業（他に分類されないもの） 132 7.7%

学術研究、専門・技術サービス業 108 6.3%

教育、学習支援業 60 3.5%

運輸業、郵便業 33 1.9%

金融業、保険業 18 1.0%

農林漁業 15 0.9%

情報通信業 12 0.7%

複合サービス事業 5 0.3%

電気・ガス・熱供給・水道業 4 0.2%
8.5%
147

6.3%
108

7.7%
132

7.7%
133

8.4%
145

8.9%
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9.9%
171

10.1%
174

10.3%
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22.0%
379
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その他

学術研究、専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

生活関連サービス業、娯楽業

製造業

宿泊業、飲食サービス業

建設業

不動産業、物品賃貸業

医療、福祉

卸売業、小売業
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ＤＸの認知度

●24.4%の企業等が 「知っている」と回答している。

N＝1,694
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デジタル技術の活用を含むビジネス変革の必要性

N＝1,704

●50.5%の企業等が 「必要性を感じている」と回答している。
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デジタル技術の活用を含むビジネス変革の必要性を感じていない理由【新規】

N＝838

●回答した割合が最も高いのは、 「具体的な効果がイメージできない」（25.7％）で、 「現状に
満足している」が続いている。

3.5%
29

7.3%
61

19.2%
161

19.2%
161

25.2%
211

25.7%
215

0 50 100 150 200 250

その他

事業縮小（廃業を含む）を考えている

デジタルに対して苦手意識がある

活用できる業務がない

現状に満足している

具体的な効果がイメージできない
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デジタル技術の活用を含むビジネス変革の取組状況

●30.2%の企業等が「既に取り組んでいる」と回答している。

N＝1,496
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ＤＸの３段階

●50.2％の企業等が第１段階以上に取り組んでいると回答しており、内訳としては「第１段階」
(42.2%)、 「第２段階」（5.9％） 、「第３段階」（2.1%）となっている。

N＝1,669

青枠の合計
50.2％
839
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３～５年後に目指すＤＸの段階【新規】

●56.3％の企業等が第１段階以上を目指しており、内訳としては「第１段階（24.1%）、
 「第２段階」（21.0%）、「第３段階」（11.2%）となっている。

N＝1,670

青枠の合計
56.3％
939
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デジタル技術の導入状況（業務別） 【新規】

（１）顧客対応・販売支援

（２）決済・債権債務・資金回収

（３）供給・在庫・物流

（４）会計・財務・経営

（５）総務・人事・給与・労務・教育訓練・法務・
情報システム

（６）汎用(例 グループウェア、WEB会議システム）・  
自動化・分析ツール

（７）業務固有

N＝866

N＝869

N＝851

N＝892

N＝871

N＝860

N＝347

導入しており成果が出ている
導入しているが成果はこれから

導入を検討している
導入の予定はない

●導入しており成果が出ていると回答した割合が最も高いのは、｢(４)会計・財務・経営｣（28.5％）
である。 
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デジタル投資規模

●回答した割合が最も高いのは、「100万円未満」（62.0%）である。

N＝642

100 万未満
62.0%

398

200万以上～400万円未満
9.7%

62

100 万以上～200万円未満
21.5%

138

400万以上～600万円未満
1.9%

12

600万以上～1,000万円未満
0.3%

2
1,000万円以上

4.7%
30
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7.5%
68

20.8%
188

4.1%
37

5.2%
47

8.0%
72

8.2%
74

13.3%
120

14.1%
127

38.1%
344

38.8%
350

0 50 100 150 200 250 300 350 400

その他

相談していない

行政相談窓口

ＩＴコーディネータ

社内のデジタル部署

ＩＴコンサル企業

商工会議所・商工会

金融機関

税理士・公認会計士

ＩＴツール販売代理店

デジタル技術導入時の相談先（複数回答） 【新規】

●回答した割合が最も高いのは、 「ＩＴツール販売代理店」 （38.8％）で、「税理士・公認会計士」、
 「金融機関」、「商工会議所・商工会」が続いている。

N＝902
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デジタル技術活用の課題（複数回答）

●回答した割合が最も高いのは、 「情報システムの構築・改修の費用負担が大きい」 （45.3％）で、
「デジタル技術の活用に関する目標が明確でない」、「自社のビジネスに合ったデジタル技術を見つけら
れない」、 「デジタル技術の活用に必要な人材の確保ができていない」 が続いている。

N＝880

5.5%
48

6.7%
59

10.5%
92

11.9%
105

19.3%
170

23.0%
202

30.3%
267

37.6%
331

38.2%
336

44.7%
393

45.3%
399

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

その他

社外の連携先が見つからない

対応に際して公的な相談窓口が分からない

既存システムがデータの利活用に対応できない

自社の組織風土・企業文化に馴染まない

デジタル技術を活用しても、成果・収益が見込めない

対応する時間が確保できない

デジタル技術の活用に必要な人材の確保ができていない

自社のビジネスに合ったデジタル技術を見つけられない

デジタル技術の活用に関する目標が明確でない

情報システムの構築・改修の費用負担が大きい



16/Hiroshima Prefectural Government

デジタル技術の活用を検討・実施する際の課題が発生する段階（複数回答）

●回答した割合が最も高いのは、「事前検討（導入方法がわらない、導入する利点が感じられない、
効果が不透明等）」（51.7%）で、「予算確保（予算が膨大になる等）」が続いている。

N＝880

4.1%
36

21.6%
190

22.2%
195

24.5%
216

49.2%
433

51.7%
455

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

デジタル技術を活用していく上で、課題が発生したことがない

事業実施（技術的な問題が生じた、有効性があまり感じられない等）

社内説明（幹部層・実際にデジタル技術を活用する従業員の理解が得られない等）

事業計画作成（目標、課題、取組内容設定が困難である等）

予算確保（予算が膨大になる等）

事前検討（導入方法がわからない、導入する利点が感じられない、効果が不透明等）
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デジタル技術の活用に要する人材の必要性

●49.4%の企業等が「必要としている」と回答している。

N＝940
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デジタル技術の活用に必要な人材の確保における課題（複数回答）

●回答した割合が最も高いのは、 「要件（役割、能力、心構え等）がわからない」 （48.6%）で、
 「条件（待遇等）が合わない」 、「候補者を探すことができない」が続いている。

N＝434

12.2%
53

46.8%
203

47.5%
206

48.6%
211

0 50 100 150 200 250

デジタル技術の活用に必要な人材の候補者が地域にいない

デジタル技術の活用に必要な人材の候補者を探すことができない

デジタル技術の活用に必要な人材の条件（待遇等）が合わない

デジタル技術の活用に必要な人材の要件（役割、能力、心構え等）がわからない
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デジタル技術を活用するための人材の必要性（人材別）と確保状況

（１）デジタル技術を活用した事業の実現を主導するリーダー格の人材

（２）デジタル技術を活用した事業の企画・立案・推進等を担う人材

（３）システムの設計から実装ができる人材

（４）事業・業務に精通したデータ解析・分析ができる人材

（５）機械学習、ブロックチェーンなどの先進的なデジタル技術を担う人材

（６）システムのユーザー向けデザインを担当する人材

（７）システムの実装やインフラ構築、保守・運用、セキュリティ等を担う人材

N＝432

N＝428

N＝426

N＝426

N＝422

N＝420

N＝430

●必要性がある（「確保はこれから」も含む）と回答した割合が最も高いのは、｢(２)デジタル技術を
活用した事業の企画・立案・推進等を担う人材｣（72.7％）である。 
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65.5%
288

4.3%
19

12.0%
53

23.6%
104

0 50 100 150 200 250 300 350

確保できていない

外部人材を登用している（広島県外）

外部人材を登用している（広島県内）

社内での育成による内製化（研修、リスキリング教育等の実施）

デジタル技術の活用に必要な人材の確保方法（複数回答）

●回答した割合が最も高いのは、「社内での育成による内製化（研修、リスキリング教育等の実施）」
（23.6％）である。

N＝440
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レガシーシステムの保有状況【新規】

●27.7%の企業等がレガシーシステム※を保有していると回答している。

N＝1,611

青枠の合計
27.7％
449

※レガシーシステム…導入から20年以上が経過し、技術面の老朽化、システムの肥大化・複雑化、ブラックボックス化等の問題があり、
その結果として経営・事業戦略上の足かせ、高コスト構造の原因となっているシステム
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4.7%
15

10.9%
35

15.8%
51

16.5%
53

25.8%
83

26.1%
84

58.7%
189

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

その他

社内からの理解が得られない

現行のシステムの要件等が把握できていない

現行のシステムで問題ないため、刷新の予定はない

必要な人材の確保ができていない

刷新する際のシステムの要件等が定義できない

システムを刷新する際の費用負担が大きい

レガシーシステムを刷新する上での課題（複数回答） 【新規】

●回答した割合が最も高いのは、 「システムを刷新する際の費用負担が大きい」（58.7%）である。

N＝322
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生成ＡＩの活用状況【新規】

●11.1％の企業等が有料版または無料版の生成ＡＩ※を活用していると回答している。

N＝1,624

青枠の合計
11.1％
181

※生成ＡＩ…コンテンツ生成（自然言語による文章や画像、動画の生成など）が可能なＡＩ
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12.1%
160

3.5%
46

6.4%
84

10.0%
132

10.5%
139

16.7%
221

18.6%
245

26.7%
352

69.1%
912

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

その他

社内からの理解が得られない

著作権侵害が発生する

入力した情報が漏洩するリスクがある

生成ＡＩに頼りすぎて社員のスキルが低下する

誤った回答を信じて業務に利用してしまう

ルールや基準の作成が難しい

費用負担が大きい

具体的な効果がイメージできない

生成ＡＩを活用する上での課題（複数回答） 【新規】

●回答した割合が最も高いのは、 「具体的な効果がイメージできない」 （69.1%）である。

N＝1,320



２ 前回調査との比較
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回答者属性

前回調査結果今回調査結果

業種 回答者数 割合

卸売業、小売業 306 22.2%

建設業 285 20.7%

製造業 163 11.8%

医療、福祉 123 8.9%

サービス業（他に分類されないもの） 121 8.8%

不動産業、物品賃貸業 95 6.9%

学術研究、専門・技術サービス業 80 5.8%

運輸業、郵便業 53 3.8%

宿泊業、飲食サービス業 29 2.1%

その他 124 9.0%

業種 回答者数 割合

卸売業、小売業 379 22.0%

医療、福祉 178 10.3%

不動産業、物品賃貸業 174 10.1%

建設業 171 9.9%

宿泊業、飲食サービス業 153 8.9%

製造業 145 8.4%

生活関連サービス業、娯楽業 133 7.7%

サービス業（他に分類されないもの） 132 7.7%

学術研究、専門・技術サービス業 108 6.3%

その他 147 8.5%

N＝1,720 N＝1,379
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デジタル技術の活用を含むビジネス変革の必要性

N＝1,704

●「必要性を感じている」と回答した割合は低下した。（ 56.4％→50.5％ ）

前回調査結果

N＝1,370
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デジタル技術の活用を含むビジネス変革の取組状況

●「既に取り組んでいる」と回答した割合は上昇した。（ 28.3％→30.2％ ）

N＝1,366

前回調査結果

N＝1,496
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ＤＸの３段階

●第１段階以上に取り組んでいると回答した割合は低下した。（ 53.0％→50.2％ ）

N＝1,359

前回調査結果

N＝1,669

青枠の合計
50.2％

青枠の合計
53.0％



３ 全国及び他県の状況

※ 各調査における時点、件数、属性、手法等が本調査と異なる場合があるため、

 あくまで参考とする。

30
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全国及び他県の状況

● 全国では、ＤＸの取組状況について「既に取り組んでいる」と回答した企業は14.6％となっている。
● 宮城県では、デジタル化について「ある程度進んでいる以上」と回答した企業等は48.0％、福岡県では、
「ＤＸを知っており、実践中」と回答した企業は23.0％となっている。

広島県 全国 宮城県 福岡県

調査時期 2024年８～９月 2023年７～８月 2024年５～６月 2023年7～８月

調査名
（及び出典）

広島県
「令和6年度ＤＸに関する実態調
査」

（独）中小企業基盤整備機構
「中小企業のDX推進に関する調査
（2023年）」

宮城県
「令和6年度宮城県内企業等のデジタル
化・DXに関するアンケート結果」

福岡県
 「中小企業の動向及び令和４年度中小
企業振興施策の実施状況-福岡県中小
企業振興基本計画年次報告-」

設問 デジタル技術活用を含む
ビジネス変革の取組状況

ＤＸの取組状況 デジタル化の取組状況
※ある程度進んでいる＝業務・生産プロ
セス全体に対してデジタル技術を導入

ＤＸの取組状況

回答
（割合）
※グラフは
出典を参考に
広島県が作成

既に取り組んでいる
（30.2%）

既に取り組んでいる
（14.6%）

ある程度進んでいる以上
（48.0%）

DXを知っており、実践中
（23.0%）

既に取り組んでいる
30.2%

まだ取り組んでいない
69.8%

DXを知っており、実践中
23%

DXを知っており、取組開

始に向けて検討中

16%

DXを知っているが、

取組の予定はない

29%

DXを知らない

32%

既に取り組んでいる
14.6%

取組みを検討
している
16.6%

必要だと思うが
取組めていない

31.6%

取組む予定は
ない
37.2%

N=1,496 N=1,000 N=488 N=1,160

かなり進んでいる 2.5%

進んでいる

 10.0%

ある程度進んでいる

 35.5%

あまり進んで

いない
41.2%

進んでいない

10.9%

※実施主体により設問が異なるため、単純に比較することはできない。
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